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戦 略 的提 携 理 論 の 展 開 ;
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陳 韻 如

1 は じ め に

本稿の目的は,戦略的提携に関する理論をサーベイすることによって,戟略

的提携をめぐる視点を明らかにし,整理を香うことにする｡

戦略的提携に関する研究の蓄積は膨大である｡従来,戦 略 的提携に対する関

心や分析対象の違いによって,様々な理論が提示されてきている｡ また,90年

代以降,めまぐるしい戦略的提携の動きによって,理論に新たなパースペク

ティブが加えられた (Fauikner&鮎nd[2000],山倉 [2001])｡ そうした理

論の発展の全体像を理解するために,Gulati[且998]や山倉 [2001]などは戦

略的提携に関する理論の整理を行った ｡

しかし,戦略的提携理論の全体像 を 理 解 す ることも重要ではあるが,理論間

の違いがどのように提携のあり方 に 影 響 を 与 え るかについて議論する必要があ

る｡ また,従来の戦略的提携の研究は発展可能性のない方法論を提示するきら

いがあるため (PaTkhel1993]),理論の更なる発展のために,各理論の主張や

関係を明確にすることは重要であろう｡ とはいえ,戦略的提携理論を比較し説

明経路の相違を把接しようとする研究 はほとんど見られなかった｡本稿は,こ

の点を補うことを志向する｡

Il 戦略的提携理論の展開

戦略的提携という概念は,研究者のそれぞれの視点によって主観的に捉えら
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れているため,末 だ統 一した定義が得 られていないり｡多様 な捉 え方 の なか で,

戦略的提携の本質として共通に取 り上げられているのは,提携企業 の 自主性 ,

提携契約の長期性,提携内容の双務性などである｡以上の特徴を有 す る提 携 の

形態は,通常の取引や合併を除外 した組織間協力を含むといえる｡

提携の形態 と性格 は時代 の推移 に伴い変わ りつつある (P orter& Fuiier

h986],徳田 [1996],桧行 [2000])｡従来,提携は組織や企 業 が 目的 を遂 行

するための手段 として周いられてきている｡また,提携契約は一方 的 な支 配 や

従 属関係が一般的であった｡70年代後半から,同一産業の競合同士 間の提 携 が

多 く出現 し,提携は質的変化を見せ始めた (竹田 [1996])｡こ の 時 期 以 降 の 提

携 は,契約内容タ コントロ-ル,資源所有状態といった面で,従 来 の 非 対 称 関

係から対称関係 に変容 し,戦略性 をいっそう持つようになった ｡ 他 方 , 提 携 形

態をみると,提携は両者間に限らず, 3者あるいはそれ以上が 形 成 し た提携が

急増 した｡

このような質的変化から,70年代後半以降の提携は ｢戦略的提携｣ と呼ばれ,

従来の提携 と区別された｡ しか し,｢戦略｣を環境-の組織の働 きかけとして

広く理解するならば (赤岡 [1981]),提携は組織の意図的な行動であり,そも

そも ｢戦略的性格｣を有すると言える.よって,本稿では ｢提携｣ と ｢戦略的

提携｣を区別せずに礫 うことにする｡

戦略的提携に関する視点は,主として経営戦略論と組織間関係論の2つに分

類できる｡前者は提携を競争戦略の遂行手段 として分析する議論であり,後者

は組織間関係の調整メカニズムとして提携を捉える理論であるといえる｡また,

分析 レベルとしてほ, 2つの組織間の関係を対象とするダイア ドレベルと, 3

着以上の関係に焦点を当てるネットワークレベルに区分することができる｡こ

こでは,ダイア ドレベルの理論を中心に検討 していく｡

1) 戦略的提携の定義についての検討は,桧行 [2000],桑嶋 [】999]を参照されたいo
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且 経営戦略論の視点

経営戦略 論の分野において,戦略的提携の分析で重要 な 役割を演 じる4)のと

して,国際 経営戦略論,競争戦略論などが挙げられる｡

60年代から提携を論 じつづけてきたのは国際経営戦略論である｡当時,先進

国企業の海外進出が活発になり,企業がどのように現地市場に参入するかとい

う問題は,グローバル展開の主な課題であった｡この分野では,提携は現地市

場への参入手段 として研究され,提携を取 り巻 くコンテキス ト面に焦点が当て

られた｡80年代後半か ら,国際経営戦略論は,競争理論や取引コス ト理論2)の

視点が導入され,それ らの理論によるグローバル提携の分析が有力な潮流 と

なってきた｡ここでは,国際経営戦略論を80年代以前のグローバル提携に関す

る研究とし,それ以降の取引コス ト理論や競争理論によるグローバル提携の分

析 と区別することにする｡

競争戦略論に基づ い て 提 携を考察 したのは,Porterに代表されるポジショ

ンニング ｡アプローチであった｡Porter&FuiieT[1986]は提携をグローバル

競争戦略の遂行手段 と見なす｡彼 らによると,企業は提携を通 じて外部企業か

ら資源を補完 し,より強いポジションこングを遂げることができる｡ 基本的に

は,このアプローチは産業構造 というコンテキス トの側面から提携を分析する｡

90年代に入ると,資源 廿能力アブロー+ 3)による戦略的提携の分析が展開さ

れた｡この理論は,競争優位の源泉を企業の内部資源に求める｡提携は,市場

取引困難な資源や企業能力にアクセスできる手段のみならず,それらの資源を

社内に内部化するメカニズムで もある (HameH1991])｡このように,資源 ¢

能力アプローチは企業の内面から提携を考察する｡

2) 例えば,Buckley&Casson[1988]は,取引コスト理論を多国籍企業の分析に応用し,多国籍

企業の海外直接投資や提携選択行動を説明した｡

3) 競争優位の源泉を企業の内部資源に求める理論が資源ベース戦略論であるが,コア ･コンピタ

ンスや動態能力アプローチ,学習理論などもその思想に基づ くため,ここでは資源 ･能力アプ

ローチと同じにする｡
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2 組織間関係論の視点

戦略的提携は,組織間関係の1つの形態である｡そのため,60年代から組織

間関係論の発展とともに,組織間関係論による戦略的提携の理論的かつ実証的

研究が多 く蓄積されてきた｡組織間関係論の分野では,提携は様々な視点に

よって議論されていたが,主として資源依存理論,取引コスト理論によって研

究の端緒を与えられた｡また,制度化理論は提携の生成を促す制度的環境に注

目した ｡

提携を分析する際,資源依存理論はコンテキスト面の要因に注目している｡

このパ←スペクテイブによると,組織と他組織との関係は資源の相互依存から

発生する｡ 組織は自らの自律性を保つために,できるだけ他組織への依存を回

避しようとする｡ 組織は依存調整機構を用いて阻止機関の依存関係に対処して

い く｡ ここでは,提携は依存調整機構の1つ として取 り上げられている

(pfeffer&Saiancik[1978])｡

取引コスト理論は組織間関係が取引コストというコンテキスト要因によって

起因すると考える｡取引コストを最小限に抑えるために,市場か組織かのいず

れかの取引様式が選択されるが,williamsonli979]は両者の間にネットワー

ク,長期契約といった中間組織の様式を加えた｡提携は中間組織に属し,ある

条件の下,提携は取引コストを最小限に抑える取引形態として選択される｡

制度化理論は,組織間関係が正当性の獲得のために形成 ･展開されると主張

する (Dimaggio&Powell[1983〕)｡提携は,組織が正当性を獲得するために

環境に対するコンテインジェンシ-的な行動として行ったものと考えられる｡

このことから,制度化理論では,提携の形成を促す要因をコンテキスト面から

説明したものといえる｡

Ill 戦略的提携理論の構成 :パースペクティブの比較

戦略的提携に関する研究では,様々な課題が取 り上げられてきている｡ 提携

がどのような課題を含むかについて,Borys&Jemison[1989]は提携目的の
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幅 , 各 組 織 境 界 ,価値創造プロセスと提 携 安 定性の4つの次元を提示 した｡ま

た, Guiati[1998]は提携の研究を整理する際,整理の軸として提携の形成や

提携のガバナンス構造,提携の進化,提携のパフオ-マンス,企業にとっての

提携の効果といった課題を引き出した｡ ′

これらの研究で整理の元 となる分類は多少異なるが,提携を行 うプロセスを

意識 していることは共通 しているO まず,提携の形成について,企業の提携を

行 う目的や提携相手の選択 とい う 2 つの課題を考慮することになる｡ そして,

提携を展開する際に最 も具体 的 な 課 題は,戦略的提携のマネジメントである｡

最後に,提携の変化の段階で は , 提 携 の不安定性を始め,提携のパフオ←マ ン

スタさらに提携の進化を観察 す ることになる｡ よ ってクこれらの課題に対する

各パースペクテ ィブの説 明について比較 を行 う ｡

l 提 携 目 的

企業 はなぜ提携 関係を結ぶかについて,理論的かつ実証的研究 は 60年 代 か ら

豊富 に蓄積 されて きた｡国際経営戦略論によると,企業は海外 に 進 出 す る 際 ,

現地 国の規制 な どの状況に対応するために戦略的提携を行 う｡ こ の意 味 で , こ

の理論は硯地市場に接近するという提携の目的を強調する｡ Porter & 駅 ul且er

[1986]は, グローバル提携の目的はリスクの低減,規模 経 済 の追 求 ,技 術

ニーズや現地市場への接近などが挙げられると述べた｡ こ れ ら の目 的は最終的

にグローバル競争優位の獲得に直結する｡また,資源 ｡能 力 ア プロ-デは,企

業内面の資源蓄積から提携の目的を説明する｡提携を通 じ て ,持続的な競争優

位をもたらす資源を獲得することができる｡そのため,企業は戦略的資源や知

識の獲得 ｡吸収 という目的で提携を行 うと考えられる｡

一方,組織間関係論の場合,提携の形成を組織間の相互作周から説明する｡

資源依存理論 によると,提携は組織の依存調整機構の1つである｡組織は提携

を通 じて資源の提供源を確保 しながら,資源入手の不確実性を削減しようとし

ている (PfeffeT&Saiancik[1978])｡取引コス ト理論の場合,取引コス トの
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最小 化をめぐり,市 場,中間組 織 , 組織の3つのいずれ の取引様式が選好され

る｡ 提 携が行われるのは,それが取引コストを最小限に抑えられる取引形態で

あるからだと考えられる｡また,前述したように,制度化理論では,組織は正

当性を取得するという目的で提携を行う (Sharfmanetai.li991〕)｡

以上の考察をまとめると,戦略的提携は企業や組織の目的を遂行する手段 と

して位置付けられるといえる｡ しかし,企業目的が多岐にわたっているだけに,

単一のパースペクティブによる説明は十分とは言いがたい (Barringer&錯ar-

r主son[2000])｡そのため,提携の目的に関する実証研究では,これらのパ-

スペクテイブが相互補完的に周いられている｡

望 提携相手の選択

経営戦略論では,提携相手の選択が重要視されている｡ それは,提携が戦略

の遂行の手段であるため,提携相手が提携の実行,さらに戦略の成果に影響を

与えかねないからである｡提携相手の選択について,国際経営戦略論は海外進

出先の現地企業の特徴に注目した｡例えば,Tomlinsonli970]は先進国と開

発途上国との提携において,提携相手の選択で考慮すべき要因として,現地の

規制,設備,資源,企業地位,提携経験,アイデンティティなどを挙げた｡一

方,先進国間の提携の場合,相手の選択基準は企業面と環境面から検証された

が,相手の企業面の能力 (Capability)がより重視されるという結果を得られ

た (Geringer[1988])｡

Porter& Fullerl1986]は,グロ-パル提携の相手選択について,いくつか

の基準を提示した｡例えば,組織や国際戦略,提携目的などの一致性,望まし

い競争優位性の源泉の保有,競争相手となるリスクが低いなどが挙げられた｡

また,資源 ･能力アプローチによると,提携の目的は資源や知識の獲得にある｡

そのため,提携相手の保有する資源と能力が考慮されることになる｡ また,揺

携企業間の資源や能力の格差が学習の効果に影響を与えるため,提携企業間の

資源や知識べ←スなどの類似性が求められる (Hamel[1991])｡
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組織間関係論は形成された組織間関係を分析対象としている｡ そのため,特

定の相手と組織間関係を形成するのは相互作用にある組織とされる｡ また,級

織間相互作用の本質の違いによって提携相手も異なってくるといえる｡ 例えば,

資源源依存理論では,組織はある組織への依存関係を回避,あるいはパワーを

維持 しようとするために,その組織 と提携関係を結ぶ可能性がある (Gulati

[1998])｡ そして,取引コス ト理論は,提携相手との信頼 (trust)の構築を通

じて,機会主義を防ぎ,取引コス トを抑制できると説明している｡ この意味で,

提携相手は信頼を築けるパー トナーであり,または機会主義的行動をけん制で

きる相手とされる｡制度化理論の場合,提携は環境への同型化によって形成さ

れるため,提携相手の選択については言及していない｡

このように,経営戦略論は,提携相手の特徴を提携の成功に関わる要因とし

て取 り上げ,戦略や組織といった面で提携相手と自らの共通性を強調する｡ 一

方,組織間関係論は提携相手を相互作用にある組織とし,提携相手の選択とい

う問題は事後的な説明に過ぎなかった｡

3 提携のマネジメント

提携後のマネジメントについて,パースペクティブによって分析の側面が異

なっている｡ まず,国際経営戦略論は,70年代から国際合弁におけるコント

ロール構造に注目した｡例えば,Tomlinson[1970]や,Franko[1971],Kil レ

ing[1983]などは,国際合弁における親会社間のコントロールの形態と,国

際合弁のパフォーマンスとの関係を検証した｡80年代以降,グローバル提携の

マネジメントの研究は,提携のガバナンス構造や学習メカニズムといった取引

コスト理論や資源 ｡能力アプローチへの関心に移 り変わった｡

Porter&Fuller[1986]は,グローバル提携を行 う際,提携と自社の価値連

鎖活動との適合の重要性を述べた｡しかしながら,具体的に2者がどのように

補完するかについては言及しなかった｡資源 ･能力アプローチにおいて,提携

マネジメントの最も具体的な課題は,企業がどのように提携相手の資源や能力
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を獲得 ･学習するかということである｡ 例えば,提携の学習に影響を与える要

因として,企業の意乳 情報開示度と受容度 (receptivity)の3つが挙げられ

た (Hamel[1991])｡ また,提携の学習に関する研究は90年以降に多 く見られ

る｡

一 方,組織間関係論の説明を見てみる｡ 資源依存理論は提携成立後のパワー

関係の調整に注目する｡ この理論によると,組織間関係における依存側の依存

回避策は,パワーを持つ側のパワ-維持行動を生む｡このような組織間の調整

行動によって,組織間関係の構造的な変化がもたらされる (Aldrich[1979])｡

近年,Harrigan&Newman[1990]は,親会社間のバーゲニング ･パワー状

態の変動によって,合弁の形成や変化を考察した｡また,Yan& Gray[1994]

は資源依存理論の視点に基づき,国際合弁で企業間の相対的なパワーの変動が

合弁のコントロール構造,そして合弁のパフオ-マンスに与える影響を比較研

究で検証した｡しかしながら,資源依存理論による提携マネジメントの研究は

少数にとどまっている｡

取引コス ト理論では,提携のガバナンス構造に焦点を当てる｡ 提携を行うこ

とは,それぞれの組織のコントロールの弱体化をもたらす｡そのため,組織は

提携相手と長期契約を結ぶことや信頼を発展させるなどの手段によって,コン

トロ←ルの行使権限を確保する｡(Faulkner& Rond[2000])｡ 特に,信頼関

係を構築することを通じて,提携相手同士がお互いに意図や行動を予測し,機

会主義的行動の発生を防ぐことができる｡ 制度化理論の場合,提携のマネジメ

ントに関する説明は見当たらない｡

以上のパ-スペクテイブのうち,提携のマネジメントについて分析枠組みを

提示したのは,国際経営論や,資源 ｡能力アプローチ,資源依存理論,取引コ

スト理論である｡また,近年の発展をみると,提携のマネジメントに関する研

究は,学習メカニズムや信頼構築の分析に焦点を当てている｡
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趨 提携の不安定性

提携 の破綻率が高いことから,提携は常 に不 安 定 な状態にあると指摘されて

いる (㌘o舶r&Fullerl1986],Koguth988], 互nkpen皮Beamishli997〕)0

そのため,提携の不安定の原因を突き止める研究は多く蓄積されてきている｡

提携の不安定性 とは,提携における企業間関係の非意図的な変化である

(‡nkpen&Beamish[1997])｡ところが,提携の不安定がどのような状態を指

すかについて,様々な見解がある｡具体的には,提携の解消や所有権移転の看

取 戦略の転換などの指標が挙げられる (KoguH 1988])が,実証研究では

提携の解消という指標が多く欄いられている｡

グローバル提携の不安定性を分析する際,国際経営戦略論はグローバル提携

の進出国の発展程度に焦点を当てた｡例えば,Beamish[1985]はグローバル

提携の不安定性を検証した結果,開発途上国にある合弁はより不安定であると

結論付けた｡また,提携の安定性に影響を与える要因について,この分野の研

究は,自律性とコントロールをめぐる親会社と合弁子会社間のコンフリク ト

(Franko[1971])や産業の健全度 申協力の動機 や競争の程度 (Kogut[1988])

などは提携を不安定に導くと示唆した｡

PorteT& Fuller[1986]は,提携が安定であるかどうかは,提携契約の性質

に左右されると指摘した｡提携の性質に合わせて,提携に対する企業間の貢献

度がバランスよく補完的に保たれる場合,提携の安定性は生まれる｡ また資

源 ｡能力アプローチによると,企業が提携から獲得できる利得は,提携相手と

のバーゲニング｡パワ←の相対的な状態によって決まる｡ 企業は利得配分を変

えるために,提携相手に対するパワー状態を変動させるが,企業にとってパ

ワ-の変化 を把撞で きる内面な変数は学習能力にはかならない (Hamel

[1991],Ⅰnkpen&Beamish[1997])｡この意味で,学習の成果を左右する要因

は提携の変動をもたらすといえる (Hamel[1991])｡

一方,資源依存理論によると,提携という協調戦略を通じて,組織は他組織

との依存関係を調整しようとする｡ 多くの実証研究は,提携における組織間の
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パ ワー関係 の変動 が提携 を不安定 に導 く主 な要 因で あ ると指摘 した

(Inkpen&Beamish[1997],Harrigan&Newman[1990])｡ 企業のバーゲニン

グ｡パワーは提携にコミットする資源によって決まる｡ 組織が提携で資源を交

換 ｡コミットすることによって,欲する資源を獲得する一方,他組織に対する

パワーを高めることができる｡ そうすると,組織にとっての提携の必要性がな

くなるため,提携は解消されやすくなる (Inkpen&Beamish[1997])｡

また,取引 コス ト理論によると,提携から将来的に得られる利得や提携企業

間の互酬性は,提携の安定性に影響を及ぼす (Kogut[1989])｡合弁は資本の

コミットメントを伴 うが,出資と利得が等価であることは保証されない｡その

ため,合弁では資本以外にHostageの交換や信頼の形成などのメカニズムが

必要である (Buckley&Casson[1988])｡Hostageなどの資源コメットメン

トを通じて,合弁企業間の相互依存性や互酬性が高まり,提携はより安定する｡

制度化理論の場合,提携の安定性への考察は欠けている｡

以上の説明をまとめると,提携企業間のパワーや Hostageといった状態が

非対称になると,提携は不安定になるといえる｡ また,提携-の資源の提供 ｡

コミットメントと提携の不安定性との関連について,資源依存理論は取引コス

ト理論とは対照的な見解を提示した｡資源依存理論では,資源のコミットメン

トは依存度を削減し,提携の不安定性をもたらす｡それに対 し,取引コスト理

論は相互依存を深め,提携の安定性に寄与することを示した｡

5 提携のパフォーマンス

従来,提携 のパフォーマンスとい う課題 はそれほど注 目されなかった

(Gulati[1998])｡ それは,パフォーマンスの評価指標が多様であ り4),また

デ←夕の収集が困難であることで研究上の障害をもたらしたからである｡ 実証

4) パフォーマンスは,財務指標,提携の結果 (存続や解消,再編),持続期間,所有権の変動と

いった客観的な指標から,目標の達成度,提携に対する満足度といった主観的なもので測れる

(Geringer皮Ⅰ一壬ebert[1989])｡
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研究では,主として提携の解消から提携のパフォーマンスを考察する (Gulati

[1998])｡提携のパフォーマンスは未開拓な分野ではあるが,近年になって重

要視され始めた｡

提携のパフォーマンスに影響を与える要因として,国際経営戦略論は主に提

漢 (主に合弁)の出資比率によるコントロール構造に注目した｡例えば,Kil レ

ing[1983]は支配的な出資比率を持つ側は高いパフォーマンスを得るという

検証結果を示 した｡そのほか,Geringer&Hebert[1989]は提携の親会社の

戦略 ･構造という要因も考慮することにした｡最近の傾向は,提携のパフォー

マンスと学習や信頼との関係に注目している｡

また,資源 ｡能力アプローチは,提携が学習や資源の獲得を目的としている

ため,提携のパフォーマンスは解消や持続といった提携の結果ではなく,学習

の効果によって評価すべきであると主張する｡ 多くの研究は提携企業間の相対

的な学習構造,または提携の性質を提携のパフォーマンスや結果に関連させな

がら検証を行った｡学習構造の類似性,資源の相互補完性,または吸収能力が

対等であればあるほど,提携の高い学習効果が期待できる (HameH1991])｡

資源依存理論に依拠する提携の研究は,提携のパフォーマンスを企業間のパ

ワー関係に開通させながら分析を行った｡例えば,Yan& Gray[1994]は,

パフォーマンスを提携企業の目的の達成度で測 り,国際合弁における親会社間

のパワー状態がコントロ-ル構造,さらに提携のパフォーマンスに与える影響

を検証した｡その結果,パワーの主導権を揺る側がコントロールを強く働きか

けるようになり,良いパフォーマンスを得ることができると示された｡

取引コスト理論の研究者は,垂直的な提携関係のパフォーマンスに注目した｡

実証研究では,信頼が企業間の相互理解や取引関係の柔軟性を促進し,機会主

義的行動を防ぐことができるため,提携の成功に欠かせない要因として強調さ

れた｡例えば,Dyer[1997]は日本自動車産業のサプライヤーシステムを分析

対象とし,長期取引関係にある提携のパフォーマンスを検証した｡その結果,

長期的なコミットメントや情報開示,信頼といった自律的な防衛措置の工夫に
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よって,コス トや品質,製品開発 といった面で取引コス トを抑えながら高いパ

フォーマンスを得 られることが示された｡

これまでの研究によって提携のパフォーマンスを理解するには限界がある｡

まず,提携のパフォーマンスの測定は困難である｡ また,実証研究は特定の提

携形態-の説明に偏 るきらいがある｡ 例えば,国際経営戦略論は国際合弁,敬

引コス ト理論は垂直的な提携関係を主たる研究対象 とすることなどが挙げられ

る｡

6 提携の造化

提携が実行の段階に入ると,提携は常に提携企業間の相互作用によって調整

される｡ このような提携の進化プロセスを理解することによって,提携関係を

どのようにうま くマネジメン トす るかについて考察す ることが可能になる

(Gulati[1998])0 90年代半ばまで,提携関係の進化はまだ十分に取 り上げら

れていなかったが (Parkhe[1993],Doz[1996]),近年になってそれについ

ての研究が蓄積されつつある5)0

提携に関する動態的分析は,主として資源 ｡能力アプローチによって展開さ

れてきている｡ 資源 ｡能力アプローチは,経営資源 ･能力の構築を中心に,時

間軸を含む動態的なものであるため,学習を捉えることによって動態的分析が

可能である｡ 多 くの研究が提携の学習にダイナミクスをもたらす要因の分析に

力を注いできた｡例えば,提携相手の冒的や学習に対する熟練度 といった企業

の初期状況が挙げられる (Hamel[1991],Do貰[1996〕)｡ また,Khannaetal.

[1998]は相対的スコープ (relativescope)という概念を提示 した｡相対的ス

コープは,ある企業の提携範囲が全体の活動に占める比率である｡ 学習を目的

とする提携において,企業間の相対的スコープは企業の学習-の資源配分に影

響を与える｡ それゆえ,相対的スコ←プの経時的な変動は提携のダイナ ミクス

5) 例えば,o'-ganizaiionScience,Vol.9,N0.3において,提携の進化やダイナミクスに関する特

集が組まれた｡
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をもたらす｡

資源依存理論は,パワー変動の構造的な側面を分析するという性格が強いO

そのため,この理論は組織間のパワー関係がどのようなメカニズムで,どのよ

うに変化 してい くか とい う動態的分析が欠 けていると指摘 された (Hamel

[1991])｡ 近年,yan& Grayli994]は国際合弁における企業間のバーゲニン

グ 血パワ-とコントロールやパフォーマンスとの関係を分析する際,バーゲニ

ング やパワーの変動要因やそれについての親会社の相互対応行動を動態的に考

察 した｡とはいえ,この理論では動態的分析の試みが十分であるとは言いがた

い ｡

取引コス ト理論は経済的関係 (economicrelationship)よわも,単一の取引

を分析対象としている｡ そのため,この理論は取引の継続性や取引企業間の調

整 といった取引の変動の可能性を考慮せず,静態的分析 にとどまっている

(鼠ing&VandeYen[1992], Gulatih998], Faulkner& Rond[2000])｡ そ

のなか,Ring&VandeVen[1992]は取引コス ト理論の動態化を図った｡彼

らはガバナンス構造の選択に影響を及ぼす要因をリスクと信頼に集約 し,要因

の変動が取引関係の変化のダイナミクスをもたらすと説明した｡また,Sharf-

manetai烏991]は制度化理論に基づ き,提携 と環境コンテキス トとの共進化

という概念を提示 した｡ しか し,これを例外 として,制度化理論による動態北

の試みはほとんど見られなかった｡

以上に見たように,提携成立後の進化プロセスを説明するには,資源依存理

論や取引コス ト理論は限界を示 したが,近年になって動態化の試みが図られて

いることが明らかになった｡また,資源 ｡能力アプロ-チの視点は国際経営戦

略論にも用いられ,学習プロセスを中心とするグローバル提携の動態的分析が

展開されつつある｡ 以上の理論に対 し,Porterの競争優位理論や制度化理論

では,提携がダイナ ミックに変動する可能性はほとんど示唆されていない｡
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互Ⅴ ディスカッション

戦略的提携の諸課題に関する各パースペクティブの説明は第 1表のようにま

とめることができる｡ 以上のサーベイに基づき,次の3つの点を取 り上げ考察

する｡

第 1に,戦略的提携理論の発展である｡ 戦略的提携理論は主として経営戦略

論と組織間関係論の2つの分野によって議論が展開されたが,提携の諸課題に

対する各パースペクティブの説明をみると,理論の収束が見られる｡例えば,

80年代以降,国際経営戦略論でグローバル提携の形成やマネジメントといった

課題の分析にあたって,取引コス ト理論や資源 ･能力アプローチの視点が導入

されつつある｡ そして,資源依存理論の外部資源の獲得という主張は,資源 ｡

能力アプローチのそれと共通 しているため6),資源依存理論による提携の実証

研究では,学習はパワーの変動をもたらすメカニズムとして考慮される｡ また,

porterの競争戦略論や制度化理論はその後の発展が見られないが,Porterの

説明枠組みは外部資源を利用するという資源 ｡能力アプローチの主張に傾斜し

たといえる｡

第2に,戦略的提携理論の説明経路の異同性である｡ 提携の形成や持続性,

進化などについて,パースペクティブによって異なる説明と分析結果に導かれ

るが,理論には共通する条件が存在する｡ パースペクティブ間の共通条件とし

て,まず資源の特殊性が挙げられる｡ 資源の特殊性が高くなると,市場による

調達が難しくなるということから,資源 ｡能力アプローチや資源依存理論,敬

引コスト理論において,その条件は提携の形成を促すと説明している｡ 提携の

マネジメントや持続性について,取引コスト理論は多くの資源コミットメント

(Hostageなど)によって特殊性の高い資源の取引を確保 し,このような行動

は提携の持続性をもたらすと指摘する｡ 一方,資源依存理論と資源 ｡能力アブ

6) しかし,資源依存理論は内部による資源の蓄積があることを前提としない (Barringer&Har-

rison[2000])0
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第 1表 戦略的提携理論のパースペクティブ比較

経営戦略論 組織間関係論

パ ースペ クアイ ブ 国 際 経営戦 ポジション 資源 .能力 資源依存 取引コスト 制度化理論
略 論 ニング.アプローチ アプローチ 理論 理論

代表的 Franko Porter Barney Pfeffer Williamson Dimagg10Tomlinson Fuller Do∑ Salancik Hennart Powell

研究者 Killing HamelTeece Scott

分析単位 企業 産業, 資源 組織,資源 組織間取引,組織間の価

企業,製品, (競争能力) をめぐる組織間関係 取引形態 倦,規範

分析視点 コンテキス コンテキス 内面的 コンテキス コンテキス コンテキス
ト面的 ト面的 ト面的 ト面的 十両的

提携目的 現地市場へ 競争優位の 戦略的資源 環境不確実 取引コスト 正当性の獲

の参入 .揺近等 獲得 .構築 の獲得 .敬堰 性の回避 .削減 の最小化 得

提携相手 現地規制, 組織 .目 標 資 源 の 相 互 資源依存関 信頼関係を *資源,企業 の類似性, 補 完 性 等 係 にある相 築ける相手

の琴択 地位等 シナジー効果等 辛

提携のマネジメント コントロー * 提携による パワー不均 信頼構築メ *
ルをめぐる支配と所有のマネジメント 学乳 知識創造プロセス 衛への対処 カニズム

提携安定性 親会社と合 提携におけ 目標,公開 組織間コン Hostage父 *弁子会社と る企業間の 皮,学習能 ブリクト, 級,信頼,

の影響要因 のコンフリ 貢献度のバ 力の非対称 パワー不均 ネットワ-

クト等 ランス 性 衡 ク連結

提携の 出資に伴う * 学習構造, パワーやコ 信 頼, コ 辛パフォーマ 統制,提携 吸収能力, ントロール ミットメン
ンス 企業の戦略 提携の性質 との連関 I

提携の進化 学習に伴う * 学習に伴う パワー変化 ガバナンス 環境と提携

注:*は,理論的な説明が不足していることを意味する｡



戦略的提携理論の展開 :パースペクティブの比較を中心に (373) 55

ロ-チは異なる見解を示す｡資源依存理論によると,資源のコミットメントに

よって提携双方は自らのパワーを高める｡ パワーの主導権を握る側は良いパ

フォーマンスを得られるが,依存性の削減に伴い提携が解消されやすくなる.

資源 ･能力アプローチでは,特殊性の高い資源を内部化するために学習が発生

し,学習を通じて提携相手に対するバーゲニング･パワーを高めることができ

る｡ 提携相手から学習できなくなると,企業は提携から離脱する傾向があるが,

学習の効果があれば,提携の持続性が問題視されないとされる｡このように,

共通条件を引き出すことによって,異なるパースペクティブは提携-の説明に

影響を与えることが明らかになった｡

第 3に,各パ←スペクテイブは,提携の課題に対する説明の限界がある｡ 具

体的には,まず提携の目的について,以上のパ-スペクテイブは単独で有効な

説明を示していない｡また,第1表で示したように,Porterの競争戦略論や制

度化理論は提携形成後についての理論の発展が見られない｡取引コスト理論や

資源依存理論による提携相手の選択については,事後的な説明にとどまってお

り,また提携の進化という課題も十分に検討されているとは言いがたい｡

Ⅴ む す び

本稿では,近年の戦略的提携理論の活発化を背景に,多岐に発展 してきた

パースペクティブの論点を整理した｡その結果,次のようにまとめることがで

きる｡

第 1に,戦略的提携理論のうち,資源 ｡能力アプローチや資源依存理論,敬

引コスト理論は,提携全般の課題を捉える有効な枠組みであることを明らかに

した ｡

第 2に,上記の3つの理論に共通する条件としては,資源の特殊性などが挙

げられる｡ これらの共通条件によって,提携に対する理論的説明の仕方がどの

ように異なってくるかを明らかにした｡

第 3に,提携の課題に対する各理論の説明にはそれぞれ限界があり,特に,
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資源依存理論や取引コスト理論は静態的分析であるために,提携の進化という

課題が十分に議論されていないことを示した｡

近年,グローバル競争の職烈化と加速度化 投資すべき資源の巨大化により,

戦略的提携によるコアコンピタンスの強化が必然的となってきている (赤岡 ｡

日置 [2005])｡複雑多様な提携の急増の現実を捉えるのに,本稿は理論の融合

と拡張に必要な方向を示したのではないかと考える｡

一方,戦略的提携理論の限界を理解したうえで,理論の動態化をはか り,そ

れを具体的なレベルで吟味することが必要であると考える｡ また,分析 レベル

がネットワークになる際,従来の理論間の異同性を意識 しながら理論の拡張を

考えることも今後の課題になる｡
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